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滋賀県特定非営利活動促進法施行条例の一部改正について 

 
１ 改正理由 

「特定非営利活動促進法」（平成 10年法律第７号）の一部改正に伴い、滋賀県特定非

営利活動促進法施行条例（平成 10 年滋賀県条例第 34 号）の必要な規定の整理を行う。 

 

２ 改正内容 

 （第４条関係） 

特定非営利活動法人の設立の認証に係る規定であり、認証の申請があった場合にはイン

ターネットの利用等により公表をするが、この公表を認証又は不認証の決定がされるまで

の間行うこととする条項が追加されたことに伴い、以降の条項の項番号が変更になったも

の。 

 
３ 施行日 

令和３年６月９日から施行する。 

 
４ 今後のスケジュール 

令和３年４月９日    県政経営幹事会議 

令和３年４月12日    県政経営会議 協議事項 

令和３年４月      議案決裁 

令和３年４月15,16,19日 議会会派説明 

令和３年４月      議案上程 

常任委員会 

 

県 政 経 営 会 議 資 料 

令和３年（2021 年）４月 12 日 

総合企画部県民活動生活課 
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滋賀県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例案要綱 

 

 

１ 改正の理由 

特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）の一部改正に伴い、必要な規定の整理を

行うため、滋賀県特定非営利活動促進法施行条例（平成 10 年滋賀県条例第 34 号）の一部を

改正しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 特定非営利活動促進法の一部改正による条項の移動に伴い、必要な規定の整理を行う

こととします。（第４条関係） 

(2) この条例は、令和３年６月９日から施行することとします。 
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議第 号 

 

滋賀県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 年 月 日 

                        滋賀県知事  三 日 月  大  造 

 

 

滋賀県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例 

滋賀県特定非営利活動促進法施行条例（平成 10 年滋賀県条例第 34 号）の一部を次のように改正

する。 

第４条第１項および第２項中「第 10 条第３項」を「第 10 条第４項」に改める。 

付 則 

この条例は、令和３年６月９日から施行する。 
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滋賀県特定非営利活動促進法施行条例新旧対照表 

旧 新 

第１条から第３条まで 省略 第１条から第３条まで 省略 

第４条 法第 10 条第３項（法第 25 条第５項および第 34 条第５項におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）の条例で定める軽微な不

備は、誤記その他明白な誤りであって、内容の同一性を失わない範囲の

ものとする。 

第４条 法第 10 条第４項（法第 25 条第５項および第 34 条第５項におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）の条例で定める軽微な不

備は、誤記その他明白な誤りであって、内容の同一性を失わない範囲の

ものとする。 

２ 法第 10 条第３項の規定による補正は、規則で定めるところにより、

その旨を記載した書面を知事に提出することにより行うものとする。 

２ 法第 10 条第４項の規定による補正は、規則で定めるところにより、

その旨を記載した書面を知事に提出することにより行うものとする。 

第５条以下 省略 第５条以下 省略 

 



 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動促進法の一部を改正する法律案 【概要】 

本法案の提出の背景 

 ○ 直近の改正である平成 28 年改正法に規定された見直し条項の時期（施行から３年） 

 ○ 関係団体から、ＮＰＯ法人の設立及び運営の手続を、より迅速かつ簡素なものにして、 

ＮＰＯ法人の事務負担を軽減してほしいとの要望・意見 

縦覧期間の短縮 【①設立の迅速化】 

住所等の公表等の対象からの除外 【②個人情報保護の強化】 

 ○ 設立認証の申請の必要書類の縦覧期間を、「１月間」から「２週間」に短縮する。 

 ○ 所轄庁は、遅滞なく、縦覧事項をインターネットの利用等により  公表する。 

   ⇒ この公表は、所轄庁による認証・不認証の決定までの間、行うものとする。 

 ○ 申請書や添付書類に不備がある場合の補正期間を、「２週間」から「１週間」に短縮する。 

ＮＰＯ法人（認定・特例認定）の提出書類の削減 【③事務負担の軽減】 

縦覧期間の短縮により、 
認証までの期間も短縮 

  ◇ 設立認証の申請があった場合に 所轄庁が公表・縦覧させる 「役員名簿」 

  ◇ 請求があった場合に ＮＰＯ法人（認定・特例認定）が閲覧させる 「役員名簿」・「社員名簿」 

  ◇ 請求があった場合に 所轄庁が閲覧・謄写させる「役員名簿」・「社員名簿」 

  これらについて、 個人の住所・居所についての記載の部分を除く。 

 ○ 「資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項」  を記載した書類 

について、所轄庁への提出を不要とする。 
   （※ 引き続き、「書類の作成」・「事務所への備置き」・「事務所における閲覧」については、義務とする。） 

 ○ 「役員報酬規程」・「職員給与規程」について、既に提出されているものから 内容に変更が

ない場合には、毎事業年度の提出は不要とする。 

【参考】 役員等に対する報酬等の状況を記載した書類について、内閣府令を改正し、毎事業年度の提出を義務付ける。 

その他 

○ 公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

○ ＮＰＯ法に基づく事務又は業務のデジタル化に関する規定を設ける。 

○ その他所要の規定の整備を行う。 

② 個人情報保護の強化  

個人の住所等の記載を 
除いて公表・縦覧・閲覧 

提出書類を削減して 
法人の事務負担を軽減 

縦覧期間（１月）＋ 認証決定までの期間（２月） 現状 

住所等を明記して役員名簿等を公表・縦覧・閲覧 現状 

毎事業年度における書類の提出が過度の負担 現状 

① 設立の迅速化  

③ 事務負担の軽減  
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